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調査報告書の発行にあたって 

本年度より初めて予算化された厚生労働省 児童福祉問題調査研究事業の報告書をここに取りまと

める事ができ、本研究にご協力いただいた多くの関係の皆様に心から感謝申し上げる。 

私ども日本社会事業大学社会事業研究所においては、厚生労働省と連携しながら、これまでも、福

祉・介護人材の確保や専門性の検討など、施策検討に関わる研究課題に取り組んできた。子ども虐待

や居所不明児童、および家庭環境、地域環境の課題などが大きな社会問題として取り上げられる中、

今回は児童心理司という、児童福祉司とともに児童相談所の中核となる方々の調査を実施した。児童

心理司は、心理査定、心理療法、コンサルテーションなどの専門的技法を駆使しながら、児童相談所

業務を遂行してきた。昨今、子ども及び家庭を取り巻く状況は大きく変貌し、複雑多岐にわたる諸課

題を児童相談所は抱えており、児童心理司の業務遂行の実態と課題を改めて検討することで、児童相

談所の機能の充実を図ることが求められていると言える。このような本研究課題の社会的使命を受け

とめながら、多くの方々のご協力を得て、ここに報告書を上梓することができたことに、改めて心か

ら感謝申し上げる。 

子ども家庭福祉の研究・教育は、机上の議論には限界があり、日々多くの課題に向き合い、汗を流

し、工夫をし、苦労しながらも乗り越えて来られている現場に還元されてこそ意味を持つ。今回の研

究では、本学の教員のみならず、全国の 30 名近い研究者、および現場の職員の方々が研究班にご参画

頂き、まさに実践現場とともに進められたという点で大きな成果があったと考える。 

本学は、厚生労働省から人材養成の委託を受けている国内唯一の大学である。また、国内のソーシ

ャルワーカーの資格である社会福祉士の資格取得に加え、学内資格である児童ソーシャルワークコー

ス、および保育コースを設定し、さらに多くの授業や実習を経験した、より専門性の高い人材の養成

を行ってきた。その結果、この福祉の人材難にあって、本学の学部卒業生の 95％以上が、毎年、行政

も含めた福祉現場に就職している。今後も、福祉研究のナショナルセンターの機能を担うことを目標

としながら、わが国の福祉、およびソーシャルワークの更なる発展のために全力で寄与する所存であ

る。 

最後に、今回の研究も、いくら制度・施策の充実を目標として実施しているとは言え、全国の児童

相談所の職員の皆様方には多大なご苦労をおかけした。アンケート調査の回収率は 82.7％にも及んだ。

報告書の完成で満足することなく、更に必要な解析を行い、学会や論文等で発表し、社会に還元する

努力を怠らないことで、ご協力いただいた皆様方へのお礼と代えさせていただきたい。改めて、ご協

力いただきました全国の児童相談所の皆様方、および貴重なご助言をいただきました厚生労働省の皆

様方に、厚く御礼申し上げる。また、本研究を取りまとめていただいた、本学有村大士准教授、木村

容子准教授、永野咲プロジェクト研究員には、本研究の企画・立案、研究班メンバーの調整・決定、複

数回にわたる研究会の企画、質問項目の検討、質問紙の発送と回収、調査結果の分析・考察、執筆者

の調整、報告書のとりまとめと、時間が限られている中、多大なるご尽力をいただいた。ここに改め

てご慰労申し上げるとともに、心から感謝の意を表したい。 

藤岡孝志（日本社会事業大学 社会事業研究所長） 
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研究成果の概要 

 

主任研究者 有村大士（日本社会事業大学 准教授）    

木村容子（日本社会事業大学 准教授）    

永野 咲（日本社会事業大学ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究員） 

 

１. 研究目的 

本研究は、児童相談所において子どもの心理業務を担う児童福祉司の業務が円滑に行われるための

人員配置モデルと、それについての適切な配置基準の算出等に向けて質的・統計的なエビデンスを得

ることを目的に実施するものである。 

 

２. 研究方法 

（１） 先行研究の検討 

これまでの先行研究を概況すると、主に日本子ども家庭総合研究所を中心とした調査研究によ

って、児童相談所の業務が把握されてきたことがわかる。また、児童心理司の業務についても、

2013 年度調査において児童心理司の一日の業務時間等が明らかとされた。一方で、全国各地で多

様な形態で運営されている児童相談所を一律に把握するにとどまり、類型化等を踏まえたうえで

の人員配置モデルは提言されていない。そこで、本研究では、これらの先行研究での到達点を踏

まえて、アンケート調査およびヒアリング調査から、児童心理司の業務について把握したうえで、

児童相談所の類型化を行い、それぞれの適切な人員配置モデルを提示することを目標に定める。 

 

（２） アンケート調査 

研究委員での検討を重ね、「所票」「個票」を作成し、全国 208 か所の児童相談所へ回答を依頼

した。その結果、所票が全国 208 か所の児童相談所のうち 172 か所の所から回答があり、82.7％

であった。個票については、非常勤職員や児童心理司以外の心理職員の配置総数に関するデータ

がなく、回収率を提示することができないが、計 1059 人の回答を得ることができた。 

本報告書は、このデータに関する第 1 報となる。今後、統計解析を進め、人員配置モデルの算

出を行う予定である。 

 

（３） ヒアリング調査 

ヒアリング調査は、児童心理司の業務の質的な把握を目的に実施した。地域、機能に配慮し選

定した全国 31 カ所の児童相談所へ訪問し、ヒアリング調査を行った。その結果、児童心理司業務

の類型化と今後の課題を抽出することができた。ヒアリング調査の結果も、量的調査からの示唆

を含めて後分析を深める予定である。 
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３. 今後の検討課題 

以上のように、質・量ともに、大規模な調査を実施し、児童心理司業務の実態把握に取り組ん

できた。 

一方で、本研究期間には 4 ヵ月間（2014 年 11 月～2015 年 3 月）と時間的制約があり、統計分

析に充てられた時間はごくわずかであった。そのため、今回の第一報では、アンケート調査の単

純集計とヒアリング調査の結果をご報告する。続くアンケート調査への統計解析と総合考察につ

いては、第二報においてご報告する。 
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I. 研究の背景 

児童相談所における子ども虐待相談は増加の

一途を辿り、虐待を受けた子どもの心理的ケア、

家族再統合に向けた保護者支援、子どもへの援助

に関する施設や里親へのサポート等、児童心理司

に求められる業務は増加・多様化している。 

また、日本の児童相談所は、伝統的にチャイル

ドガイダンスの影響を大きく受け、子どもたちの

成長やこころの課題をどのようにアセスメント

し、適切なサービスに繋げていくか、大きな課題

となっており、児童心理司の役割は一層重要とな

っている。 

しかし、後述するように、児童心理司の業務に

ついては、十分把握されておらず、適切な人員配

置の提言むけたデータも不足している。 

このため、本研究では、児童心理司の業務につ

いてタイムスタディと、ヒアリング調査を通じて

把握することにより、児童心理司の適正な配置基

準を検討するためのエビデンスを得ることとし

た。 

 

II. 研究の目的 

本研究は、児童相談所において子どもの心理業

務を担う児童福祉司の業務が円滑に行われるた

めの人員配置モデルと、それについての適切な配

置基準の算出等に向けて質的・統計的なエビデン

スを得ることを目的に実施する。 

                                            
1 下平幸男他（1989）「児童相談所専門職員の執務分析と児童 福祉サービスの向上に関する研究」

『昭和 63 年度厚生行政科学研究報告書  
2 柏女霊峰他（1997）「児童相談所専門職員の執務分析」『子ども家庭サービスのあり方と実施体制に

関する基礎的研究』（『平成 8 年度社会保障・人口問題政策調査研究』『日本総合愛育研究所紀要第 

33 集』 
3 才村純他（2005）「虐待対応等に係る児童相談所の業務分析に関する研究（2）、『日本子ども家庭総

合研究所紀要第 41 集』 
4 才村純他（2012）「児童相談所の業務分析に関する研究（3）」『日本子ども家庭総合研究所紀要第 

49 集』 
5 才村純他（2013）「児童相談所児童心理司の業務実態把握に関する研究」『日本子ども家庭総合研究

III. 研究方法 

本研究は、平成 26 年度厚生労働省児童福祉問

題調査研究事業の一環として、厚生労働省雇用均

等・児童家庭局と連携しながら実施したものであ

る。研究チームの構成は、巻末の「研究班メンバ

ー」を参照されたい。 

本研究にかかる調査は、調査１：児童相談所児

童心理司のタイムスタディによる全国の児童心

理司に対する悉皆調査と、調査 2: 児童相談所に

おける心理業務についてのヒアリング調査によ

って、質的・量的の両面から、児童相談所児童心

理司の業務実態を把握する。具体的な調査方法に

ついては、以下、それぞれの項に記載する。 

 

IV. 研究結果 

１. 先行研究の検討 

（１）児童相談所におけるタイムスタディ 

 これまでにも、児童相談所全体の業務の把握の

ために、タイムスタディが行われてきた。日本子

ども家庭総合研究所では過去 4 回（1989 年 度 

1、1995 年度2、2004 年度3、2011 年度4にわたり、 

同一の児童相談所（20 か所）を対象にタイムス

タディを実施し、児童相談所の業務実態の定量的

把握及び経年的変化の把握を行っている。 

その結果、いずれの職種についても 1 人当り

の業務量の増加傾向が顕著であること、相談種別

により業務量に大きな差があることが明らかに

されている。特に 2011 年度の調査5では、業務時



5 

 

間の半分以上が、子ども虐待に関連した業務で占

められている実態が明らかにされた。 

また、2012 年度には、通常の一日に対する業

務量調査でなく、インシデント（特定の出来事）

が生じた際の業務量(必要な時間、従事した人数)

及びコストの把握が行われ、インシデントにより、

業務量（必要な時間、必要な人数）及びコストに

顕著な差が認められること、各インシデントとも

子どもや親に直接的に対応する時間が多く、同時

に事務的な作業に多くの時間が割かれているこ

となどが報告されている。 

このように児童相談所の業務実態の調査が行

われてきたが、これらの業務量調査の中心は、児

童福祉司業務を中心とするものであった。 

 

（２）児童心理司に関する調査 

 児童心理司についての先行調査は、全国児童相

談所長会等によって行われている。特に、2000 年

の調査6では、児童心理司の「業務」として何が求

められているのか調査が実施され、虐待相談を始

め緊急対応や保護者・関係者への対応等、業務が

広範囲になり、臨機応変に動くことが求められて

いる状況が明らかにされた。この状況をうけ、児

童福祉司とチームを組む場合を想定し、児童福祉

司と同数の児童心理司の配置が理想的であるこ

とが示されている。 

 

（３）児童心理司に関するタイムスタディ 

2013 年には、日本子ども家庭総合研究所にお

いて、児童相談所の児童心理司についての 3日間

のタイムスタディが実施された。全国悉皆での児

童心理司に関するタイムスタディ調査は、初めて

の取り組みであったといえる。この調査の結果か

                                            
所紀要第 50 集』 
6 全国児童相談所長会（2000）「平成 22 年度全国児童相談所長会定例調査 児童相談所の心理職員

の業務実態に関する調査 調査報告書」 

ら、児童心理司の 1日当りの勤務時間は平均 8.5 

時間、時間外勤務は 1.1 時間であることが明ら

かにされた。また、ケース種別の業務時間では、

「虐待」が最も多く、次いで「障害」であった。

主な業務では面接が目立つ、一方でそれ以上にケ

ース記録作成や机上作業など事務的な業務が多

いことが明らかになっている。 

この調査からは、アウトリーチや地域支援が担

えるような専門性の高い専任・常勤の児童心理司

の加配が必要であると示されている。 

 

（４）先行研究の到達点と本研究の課題 

以上のように、これまでの先行研究を概況す

ると、主に日本子ども家庭総合研究所を中心と

した調査研究によって、児童相談所の業務が把

握されてきたことがわかる。また、児童心理司

の業務についても、2013 年度の調査から一日

の業務時間等が明らかとされた。 

一方で、全国各地で多様な形態で運営されて

いる児童相談所を一律に把握するにとどまり、

類型化等を踏まえたうえでの人員配置モデル

は提言されていない。また、インタビュー調査

などを含めた多角的かつ総合的な観点からの

実態把握を分析に加える必要についても、述べ

られているところである。 

そこで、本研究では、これらの先行研究での

到達点を踏まえて、全国悉皆でのアンケート調

査および、全国の地域性に配慮した形でのヒア

リング調査から、児童心理司の業務について把

握したうえで、児童相談所の類型化を行い、そ

れぞれの適切な人員配置モデルを提示するこ

とを目標に定める。研究の概念図を以下（図１）

に示す。 
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図１ 
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２. 調査 1: 児童相談所児童心理司のタ

イムスタディ調査 

 

（１） 調査の方法 

１．調査票の作成 

調査票の作成にあたっては、本研究事業の研究

委員を中心に議論を重ね、児童相談所児童心理司

の業務をより正確に把握し、かつ回答者の負担を

軽減するべく方法についても検討した。特に、業

務の内容を把握するため「業務コード」の設定に

際しては、児童相談所勤務経験のある研究委員等

の意見を反映し、実態に即したものになるよう検

討を重ねた。また、コメンテーターである学識経

験者にも意見を求め、調査票の修正を行った。 

これらの作業により、児童相談所全体の状況を

把握する「所票」と、児童心理司個人の業務実態

を把握する「個票」を作成した（付録１）。 

 

２．倫理的配慮 

なお、これらの調査結果の公表に際しては、児

童相談所名や回答者名が特定されないよう、統計

的な処理をおこなったデータを用いること、デー

タの目的外使用をしないことなどを誓約し、日本

社会事業大学社会事業研究所倫理審査委員会に

おいて審査され、承認されている（受付番号 14-

0905）。 

 

３．調査の概要 

アンケート調査は、全国の児童相談所 208 か

所を対象に行った。郵送法にて依頼状および調査

票（付録１）を配布し、郵便及び Web フォーム

からデータの提出を求めた。 

所票は、所を代表する方 1 名、また個票は、児

童心理司および心理職員を対象に、常勤・非常勤

問わず全員の回答を依頼した。 

タイムススタディである個票の調査期間は、祝

日や大きな行事の見込みがない 2015 年 2 月 12 

日～2015 年 2 月 18 日の 7 日間を設定した。

中心となる業務内容の調査については、週末を含

めた 7 日間の業務内容を 5 分単位で記録する方

式を採用した。業務内容は先述した「業務コード」

からの選択式となっている。 

 

（２） 集計結果 

１．回収の状況 

以上の調査の回収は、所票が全国 208 か所の

児童相談所のうち 172 か所の所から回答があり、

82.7％であった。 

個票については、非常勤職員や児童心理司以外

の心理職員の配置総数に関するデータがなく、回

収率を提示することができないが、計 1059 人の

回答を得ることができた。 

多忙な時期にもかかわらず、多くの方にご協力

いただき、改めてお礼申し上げたい。 
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２．単純集計結果 

回答の単純集計結果は以下のようになった。 

 

所票の結果 

①管轄人口 

 

      （標準偏差 487.88、度数 171） 

 

管轄人口の平均値は、641,110 人であった。 

 

②18歳未満人口 

 

      （標準偏差 75.186、度数 170） 

 

18 歳未満人口の管轄は、平均が 99,170 人で

あった。 

 

③児童相談所併設状況 

 

  度数 有効％ 

児童相談所単独で設置

（一時保護所を含む） 

89 54.9 

児童相談所と障害者関

係機関、教育関係機

関、保健所等との組織

併設 

48 29.6 

児童相談所と障害者関

係機関、教育関係機

関、保険初頭との敷地

ない併設（組織併設以

外）・合築 

25 15.4 

合計 162 100.0 

システム欠損値 10   

「児童相談所単独で設置（一時保護所を含む）」

している所が 54.9％、「児童相談所と障害者関係

機関、教育関係機関、保健所等との組織併設」が

29.6％、「児童相談所と障害者関係機関、教育関

係機関、保険初頭との敷地ない併設（組織併設以

外）・合築」が 15.4％であった。 

 

③－１併設機関との心理職員の兼務・兼任 

  度数 有効% 

あり 29 54.7 

なし 24 45.3 

合計 53 100.0 

システム欠損値 119   

併設ありの所のうち、心理職員の兼務・兼任が

あるのは、54.7％であった。 

 

③－２併設機関との心理職員以外の職員の兼務・

兼任 

  度数 有効% 

あり 25 47.2 

なし 28 52.8 

合計 53 100.0 

システム欠損値 119   

心理職員以外の職員の兼務・兼任がある所が

47.2％であった。 
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※参考 

併設機関との心理職員の兼務・兼任 と 合築機関

との心理職員以外の職員の兼務・兼任 のクロス

表 

 

併設機関との

心理職員以外

の職員の兼

務・兼任 

合計 あり なし 

併設機関との心

理職員の兼務・

兼任 

あ

り 

度数 19 9 28 

総和

の % 

36.5% 17.3% 53.8% 

な

し 

度数 5 19 24 

総和

の % 

9.6% 36.5% 46.2% 

合計 度数 24 28 52 

総和

の % 

46.2% 53.8% 100.0% 

 

③－３合築機関との心理職員の兼務・兼任 

  度数 有効% 

あり 4 12.1 

なし 29 87.9 

合計 33 100.0 

システム欠損値 139   

合築機関との心理職員の兼務・兼任の状況で

は、12.１％が「あり」であった。併設の場合よ

り兼務・兼任の率は低くなっていた。 

 

③－４合築機関との心理職員以外の職員の兼

務・兼任 

  度数 % 有効% 

あり 6 3.5 18.8 

なし 26 15.1 81.3 

合計 32 18.6 100.0 

システム欠損値 140 81.4   

同様に、合築機関との心理職員以外の職員の兼

務・兼任も「あり」が 18.8％と低くなってい

た。 

 

 

 

 

 

 

 

※参考 

合築機関との心理職員の兼務・兼任 と 合築機関

との心理職員以外の職員の兼務・兼任 のクロス

表 

  

合築機関との

心理職員以外

の職員の兼

務・兼任 

合計 あり なし 

合築機関との心

理職員の兼務・

兼任 

あ

り 

度数 2 2 4 

総和

の % 

6.3% 6.3% 12.5% 

な

し 

度数 4 24 28 

総和

の % 

12.5% 75.0% 87.5% 

合計 度数 6 26 32 

総和

の % 

18.8% 81.3% 100.0% 

 

④相談受理件数（管轄人口 10万人） 

 管轄人口 10 万人で換算し、平成 23 年度から

平成 25 年度の相談受理件数を確認した。 

 その結果、最も多い相談種別は「知的障害相談」

であった。一方で、3 年間の変化では、障害相談

の受理件数は減少し、虐待に関する相談が増加し

ている様子がわかる（下記、表および図を参照）。 
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表 相談受理件数（人口 10 万人換算） 

図 相談受理件数平均（人口 10 万人換算） 

.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

身体的虐

待

ネグレクト性的虐待心理的虐

待

児童虐待

相談

（再掲内訳） その他の

相談

肢体不自

由相談

視聴覚障

害相談

言語発達

障害等相

談

重症心身

障害相談

知的障害

相談

自閉症等

相談

ぐ犯行為

等相談

触法行為

等相談

性格行動

相談

不登校相

談

適性相談育児・しつ

け相談

養護相談 保健相談 障害相談 非行相談 育成相談 その他の

相談

  

  

  

  

養護相談 

保
健
相
談 

障害相談 非行相談 育成相談 

そ
の
他
の
相
談 

（再掲） 

児
童
虐
待
相
談 

（再掲内訳） 
そ
の
他
の
相
談 

肢
体
不
自
由
相
談 

視
聴
覚
障
害
相
談 

言
語
発
達
障
害
等
相
談 

重
症
心
身
障
害
相
談 

知
的
障
害
相
談 

自
閉
症
等
相
談 

ぐ
犯
行
為
等
相
談 

触
法
行
為
等
相
談 

性
格
行
動
相
談 

不
登
校
相
談 

適
性
相
談 

育
児
・し
つ
け
相
談 

児
童
虐
待
通
告 

い
じ
め
相
談 

児
童
売
春
等
被
害
相
談 

身
体
的
虐
待 

ネ
グ
レ
ク
ト 

性
的
虐
待 

心
理
的
虐
待 

H23  
平均値 60.9 18.2 15.3 3.6 16.9 47.3 1.2 4.9 0.9 17.8 12.9 142.0 13.6 17.7 7.8 25.9 6.4 8.8 5.4 14.4 56.1 0.9 0.0 

最大値 756.3 231.8 256.9 192.3 253.4 608.6 31.4 85.2 29.5 511.8 175.1 1603.4 543.8 1636.2 73.9 278.6 70.7 313.2 98.6 137.9 655.2 27.6 1.8 

H24  
平均値 66.3 20.1 16.7 3.5 19.2 48.3 1.2 3.1 0.7 17.7 5.5 138.8 13.8 7.8 7.3 25.9 6.1 9.0 5.5 14.0 64.8 0.9 0.0 

最大値 787.9 237.2 331.0 230.6 260.3 540.6 27.1 78.1 37.7 648.2 114.9 1487.4 503.1 94.8 65.7 251.2 56.9 298.7 104.1 137.9 787.9 15.5 1.4 

H25 
平均値 69.0 19.6 15.2 4.1 22.7 49.9 1.1 3.0 0.5 14.8 3.2 132.7 14.2 8.3 7.1 24.4 6.0 8.9 5.1 14.7 67.2 0.8 0.0 

最大値 772.1 233.2 184.5 288.6 227.2 543.1 25.3 100.0 28.1 281.3 32.8 1516.1 737.5 86.2 75.1 251.1 53.1 296.6 88.0 162.1 677.0 14.5 0.7 
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⑤心理診断指導数（人口管轄 10 万人換算） 

表 

  

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

心理診断指導 
そ
の
他
の
診
断
指
導 

心
理
療
法
・カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ 

（児
童
心
理
司
等
） 

心理診断指導 
そ
の
他
の
診
断
指
導 

心
理
療
法
・カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ 

（児
童
心
理
司
等
） 

心理診断指導 
そ
の
他
の
診
断
指
導 

心
理
療
法
・カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ 

（児
童
心
理
司
等
） 

知
能
検
査 

発
達
検
査 

人
格
検
査 

そ
の
他
の
検
査 

面
接
・観
察
・指
導 

知
能
検
査 

発
達
検
査 

人
格
検
査 

そ
の
他
の
検
査 

面
接
・観
察
・指
導 

知
能
検
査 

発
達
検
査 

人
格
検
査 

そ
の
他
の
検
査 

面
接
・観
察
・指
導 

児童    92.7 68.9 38.9 31.3 179.1 13.6 99.2 89.3 68.0 41.0 30.6 180.7 14.1 111.4 88.0 61.5 37.6 28.4 180.6 15.1 111.7 

  児童虐待 7.81 3.17 10.7 4.34 37.1 8.99 41.9 8.43 3.78 12 4.62 38.4 8.68 47.3 7.27 3.39 10.4 4.07 37.7 8.66 46.8 

  非行 3.01 0.21 6.11 1.55 15.2 1.68 14.8 2.9 0.31 6 1.23 13.3 1.13 16 2.84 0.17 5.97 1.28 15.2 0.72 16.5 

保護者  0.25 0.51 0.37 1.97 128 4.12 44 0.29 0.6 0.23 2.27 128 3.9 47.1 0.16 0.43 0.08 2.07 119 3.98 47.3 

  児童虐待 0.04 0.01 0.16 0.13 13.6 1.17 16 0.03 0.01 0.13 0.08 12.3 1.41 19.6 0.02 0.01 0.04 0.06 10.2 0.98 20.1 

  非行 0 0 0 0 6 0 4 0 0 0 0 5 0 5 0 0 0 0 5 0 5 

その他  0.06 0.16 0.02 0.61 61.8 4.86 36.5 0.05 0.05 0.03 0.32 71.3 5.01 39.3 0.04 0.21 0.02 0.22 69.8 3.34 40.7 

  児童虐待 0.01 0.02 0.01 0.03 19.4 2.42 21.7 0.01 0.01 0.01 0.03 21.6 2.43 21 0.01 0.01 0.01 0.01 18.9 1.55 21.4 

  非行 0 0 0 0.01 4.33 0.1 2.56 0 0 0 0.01 4.63 0.1 3.27 0 0 0 0.01 4.1 0.19 3.04 

また、管轄人口 10 万人で換算し、3 年間の心理診断指導数をみると、表

2 となった。知能検査、面接・観察・指導の件数も多いものの、児童虐待、

非行以外児童に対して行われている可能性が高く、虐待児童に対する心理診

断のみでみると、「心理療法・カウンセリング」がもっとも多く行われてい

た。 
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⑥職員の配置数 

                            表 配置数（管轄人口 10万人換算）  

児童心理司 児童心理司以外の心理職員 

  常勤 再雇用 臨時等 非常勤 その他   常勤 再雇用 臨時等 非常勤 その他 

専任 0.895 0 0.021 0.137 0.013 専任 0.075 0 0.015 0.126 0.002 

兼務 0.179 0.003 0 0.003 0 兼務 0.016 0 0.002 0.009 0 

兼任 0.054 0.001 0.007 0.002 0 兼任 0.011 0 0 0.009 0 

その他 0.005 0 0 0.002 0.008 その他 0 0 0.002 0.014 0.028 

児童心理司（うち、一時保護所の配置） 児童心理司以外の心理職員（うち、一時保護所の配置） 

  常勤 再雇用 臨時等 非常勤 その他   常勤 再雇用 臨時等 非常勤 その他 

専任 0.018 0 0 0.033 0 専任 0.007 0 0.002 0.059 0 

兼務 0 0 0 0.004 0 兼務 0 0 0 0.005 0 

兼任 0 0 0 0 0 兼任 0 0 0 0.008 0 

その他 0 0 0 0 0 その他 0 0 0 0 0 

児童福祉司 相談員 

  常勤 再雇用 臨時等 非常勤 その他   常勤 再雇用 臨時等 非常勤 その他 

専任 2.210 0.040 0.020 0.030 0 専任 0.250 0.060 0.020 0.430 0.020 

兼務 0 0 0 0 0 兼務 0.020 0 0.010 0.020 0 

兼任 0.040 0 0 0 0 兼任 0.010 0 0 0.010 0 

その他 0.010 0 0 0.010 0 その他 0 0 0 0.010 0 

続いて、管轄人口を 10 万人で換算し、各職種の配置数を、勤務形態、雇

用形態ごとに確認した。その結果、常勤・専任の配置で比較すると、児童心

理司と児童心理司の比率は、約１：３であった。 

これは、児童心理司と児童福祉司の同数配置が望ましいという先行研究から

の提言とはかけ離れた実態であることがわかる。 
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⑦医師の配置 

 医師の配置については、表４のような結果とな

った。管轄人口 100 万人に一人常勤専任の位置

がついているという計算になる。 

 

 

 

 

 

表４ 医師の配置（管轄人口 10 万人換算） 

      常勤専任 兼任 常勤専任、兼任以外 

      
人数 人数 

平均勤務時間 

〔常勤換算〕＊ 
人数 

平均勤務時間 

〔常勤換算〕＊       

医師     0.01 0.07 0 0.38 0.01 

  

うち小児科医 0 0.03 0 0.16 0 

うち精神科医 0 0.04 0 0.3 0.01 

うち児童精神科医※ 0.01 0.05 0 0.11 0.05 

 

④判定業務実施機関（中央のみ回答） 

判定業務の実施機関についての問では、「中央

児童相談所で全て実施（地域児相や他機関では判

定業務を行わない）」と回答した所が 17.7％、「各

児童相談所（中央児童相談所を含む）で全て実施

（他機関は判定を行わない）」が 62.9％、「児童相

談所と児童相談所以外の機関が、それぞれ判定を

実施」が 19.4％であった。約 2 割の所が判定業

務を一部外部で実施している結果となった。 

 

 

 

 

 

 

⑤所長採用時の職種区分 

所長の採用時の職種区分についても回答を求

めた。「心理専門職」採用が13.6％、「福祉専門職」

採用が 39.3％、「一般行政職」採用が 43.6％、「そ

の他」が 3.6％であった。 

半数近い所の所長が一般職採用による入職で

あった。 

 

⑥所長の所有資格 

  
  

応答数 

ケースの% N % 

臨床心理士 9 5.8% 8.6% 

学校心理士 1 .6% 1.0% 

産業カウンセラー 1 .6% 1.0% 

社会福祉士 27 17.3% 25.7% 

精神保健福祉士 8 5.1% 7.6% 

社会福祉主事 68 43.6% 64.8% 

保育士 1 .6% 1.0% 

教諭 27 17.3% 25.7% 

その他 14 9.0% 13.3% 

合計 156 100.0% 148.6% 

 

  
度数 有効% 

中央児童相談所で全て実

施（地域児相や他機関で

は判定業務を行わない） 

11 17.7 

各児童相談所（中央児童

相談所を含む）で全て実

施（他機関は判定を行わ

ない） 

39 62.9 

児童相談所と児童相談所

以外の機関が、それぞれ

判定を実施 

12 19.4 

合計 62 100.0 

システム欠損値 110.00   

  度数 有効% 

心理専門職 19 13.6 

福祉専門職 55 39.3 

一般行政職 61 43.6 

その他 5 3.6 

合計 140 100.0 

システム欠損値 32   
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 所長の所有資格をみると、最も多かったのは社

会福祉主事であった（64.8%）。次いで社会福祉士

が 25.7%となっていた。 

 

⑦所長の勤務年数（採用時から） 

 

     （標準偏差 7.379、度数 142） 

  

所長の採用時からの勤務年数は、平均 31.67 年

であった。 

 

⑦所長の児童相談所勤務年数 

 

     （標準偏差 7.903、度数 142） 

 所長の児童相談所における勤務年数は、平均

10.33 年であった。多くの場合、一定の児童相談

所勤務経験をもつことがうかがえる。 
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個票の結果 

①業務（小項目）ごとの時間・7日間平均 

段階 対象 業務内容  
平均値 

（分） 

平均値 

（割合） 

ア 

セ 

ス 

メ 

ン 

ト 
 

子ども  

診断面接 42.14 1.97% 

心理検査観察 48.45 2.30% 

療育手帳判定業務 159.88 10.90% 

特別児童扶養手当判定業務  13.18 0.83% 

３歳児等精密健診 9.95 0.55% 

記録作成 357.06 20.67% 

保護者    

診断面接 18.05 0.92% 

心理検査観察 0.75 0.03% 

記録作成 9.60 0.49% 

親子     
家庭復帰・里親委託アセスメ ン卜 3.37 0.14% 

記録作成 9.51 0.55% 

会  議 

所内会議(緊急受理会議・受理会議・判定会議等） 126.59 5.44% 

所内打ち合わせ・ミーティング 148.67 6.33% 

都道府県市内児相心理職会議 6.74 0.32% 

記録・復命書作成 21.72 1.00% 

 
 

 
 

 
治 

療 

・助 

言 

指 

導 

等 

在宅支援の

子ども   

心理診断 18.93 0.78% 

通所による心理療法・カウンセリング、助言指導 61.19 2.51% 

グループ指導 13.40 0.79% 

家庭訪問による心理療法・カウンセリング、助言指導 9.67 0.38% 

アフターケア、フォロー 3.62 0.18% 

記録作成 109.66 4.53% 

一時保護中

の子ども 

心理診断 46.21 1.98% 

通所による心理療法・カウンセリング、助言指導 25.25 1.05% 

グループ指導 28.64 1.69% 

訪問による心理療法・カウンセリング、助言指導 13.81 0.56% 

アフターケア、フォロー 15.10 0.72% 

記録作成 100.72 4.52% 

措置・委託

中の子ども 

心理診断 17.88 0.74% 

通所による心理療法・カウンセリング、助言指導 16.69 0.69% 

グループ指導 12.86 0.78% 

訪問による心理療法・カウンセリング、助言指導 29.96 1.21% 

アフターケア、フォロー 7.47 0.32% 

記録作成 75.49 3.25% 

保護者  

心理診断 2.44 0.13% 

通所による心理療法・カウンセリング、助言指導 35.00 1.48% 

グループ指導 3.93 0.18% 

家庭訪問による心理療法・カウンセリング、助言指導 7.85 0.30% 

家庭への電話連絡・助言指導 18.03 0.79% 

アフターケア、フォロー 2.61 0.10% 

記録作成 15.79 0.74% 

里親  

心理診断 0.59 0.03% 

通所による心理療法・カウンセリング、助言指導 1.92 0.09% 

グループ指導 0.51 0.02% 

訪問による心理療法・カウンセリング、助言指導 1.66 0.07% 

里親家庭への電話連絡・助言指導 0.51 0.02% 

アフターケア、フォロー 0.65 0.03% 

記録作成 2.37 0.10% 

親子  心理診断 1.98 0.10% 
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通所による心理療法・カウンセリング、助言指導 15.42 0.62% 

グループ指導 2.29 0.24% 

家庭訪問による心理療法・カウンセリング、助言指導 3.22 0.14% 

家庭への電話連絡・助言指導 1.40 0.06% 

アフターケア、フォロー 0.77 0.03% 

記録作成 12.33 0.56% 

里親子  

心理診断 0.29 0.01% 

通所による心理療法・カウンセリング、助言指導 1.30 0.05% 

グループ指導・里親サロン 1.49 0.09% 

訪問による心理療法・カウンセリング、助言指導 1.52 0.06% 

里親家庭への電話連絡・助言指導 0.28 0.01% 

アフターケア、フォロー 0.60 0.03% 

記録作成 2.52 0.12% 

関 

係 

機 

関 

と 

の 

連 

携 

施設 

施設との連絡調整 ・会議 38.48 1.55% 

施設心理士への支援指導 4.71 0.18% 

退所施設との連絡調整 0.56 0.02% 

記録作成 7.02 0.33% 

市町村 

市町村との連絡調整・会議 11.03 0.48% 

市町村への支援指導 2.91 0.13% 

記録作成 3.23 0.14% 

保育所・幼

稚園・学校 

連絡調整・会議 14.50 0.56% 

支援指導 5.00 0.20% 

記録作成 3.57 0.14% 

保健・医療

機関 

保健・医療機関との連絡調整・会議 7.43 0.30% 

支援指導 1.33 0.05% 

記録作成 2.37 0.10% 

要保護児童

対策地域協

議会 

要保護児童対策地域協議会との連絡調整・会議 3.82 0.16% 

支援指導 0.57 0.02% 

記録作成 0.95 0.06% 

その他の機

関 

その他の機関との連絡調整・会議 19.80 0.82% 

支援指導 1.74 0.07% 

記録作成 7.64 0.41% 

その他 

児童相談所・児童相談部門以外の兼務・兼任業務 42.89 2.17% 

都道府県独自事業等対応 11.23 0.48% 

他心理職へのスーパーバイズ・訓練等 33.92 1.46% 

研修 68.62 3.05% 

同行  12.72 0.51% 

移動 184.79 7.53% 

休憩 211.65 10.28% 

実習対応 2.15 0.09% 

その他 190.22 8.96% 

 

タイムスタディの調査期間であった 7 日間

（土・日含む）において、各業務にかかった時間

の平均（分）を算出した。その結果、上位から子

どもに関するアセスメント記録作成：357.06 分、

療育手帳判定業務：159.88 分、所内打ち合わせ・

ミーティング：148.667 分、所内会議(緊急受理会

議・受理会議・判定会議等）：126.59 分、在宅支

援の子どもに関する記録作成：109.66 分、一時

保護中の子どもに関する記録作成：100.717 分と

なっていた。これら結果から、子どもに関する記

録作成に多くの時間をかけていることが明らか

となった。 
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②業務（中項目）ごとの時間・7日間平均 

段階 対象 平均（分） 平均（割合） 

ア セ ス メ ン ト  

子ども  630.89 36.84% 

 保護者 28.40 1.43% 

親子     12.88 0.68% 

会  議 303.71 12.96% 

治 療 ・助 言 指 導 等              

在宅支援の子ども   214.11 8.98% 

一時保護中の子ども 228.46 10.37% 

措置・委託中の子ども 159.20 6.88% 

保護者  85.66 3.69% 

里親  8.22 0.35% 

親子  37.42 1.74% 

里親子  8.00 0.37% 

関 係 機 関 と の 連 携 

施設 50.73 2.07% 

市町村 17.17 0.75% 

保育所・幼稚園・学校 23.07 0.89% 

保健・医療機関 11.13 0.45% 

要保護児童対策地域協議会 5.34 0.24% 

その他の機関 29.15 1.28% 

その他 758.40 34.04% 

 次に業務コードの中項目ごとに集約し、かかっ

た時間の平均を確認した。その結果、最も多く時

間がかけられていたのは、子どもに対するアセス

メントであった。これが7日間の全体業務の37％

を占めていた。さらに、一時保護中の子どもに対

する治療・助言的指導も全体の 10％を占めてお

り、保護の必要性の判断および保護中の子どもへ

の支援に多くの時間をかけていることが明らか

となった。 

 

 

③業務（大項目）ごとの時間・7日間平均 

段階 平均（分） 平均（割合） 

ア セ ス メ ン ト 672.33 18.15% 

会  議 1510.83 26.37% 

治 療 ・助 言 指 導 

等 
739.08 17.72% 

関 係 機 関 と の 

連 携 
136.44 3.12% 

その他 2095.48 42.48% 

 

 

 

続いて、大項目に集約して、かかった時間の平

均をみた。大項目においては、その他を除くと、

会議にかける時間が最多であった。 

 その他の項目にかかる時間が多いことについ

て、ヒアリング調査等からは、コード設定の不備

というより、「本来業務」として当てはまりにく

い行政としての事務作業が多いことが語られて

いる。今後の調査においては、この点を留意する

必要があると考えられる。 
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④種別ごとにかけた時間・7日間平均（分） 

 
養護相談 

保
健
相
談 

障害相談 
非行相

談 
育成相談 

そ
の
他
の
相
談 

 

児
童
虐
待
相
談 

  

そ
の
他
の
相
談 

肢
体
不
自
由
相
談 

視
聴
覚
障
害
相
談 

言
語
発
達
障
害
等
相
談 

重
症
心
身
障
害
相
談 

知
的
障
害
相
談 

自
閉
症
等
相
談 

ぐ
犯
行
為
等
相
談 

触
法
行
為
等
相
談 

性
格
行
動
相
談 

不
登
校
相
談 

適
性
相
談 

育
児
・し
つ
け
相
談 

 

身
体
的
虐
待 

ネ
グ
レ
ク
ト 

性
的
虐
待 

心
理
的
虐
待 

分 
729.110 86.56 

2. 

19 
529.161 167.92 237.319 

47. 

46 

割

合 
31.35% 

3.85

% 

0.18

% 
33.10% 6.95% 10.01% 

2.06

% 

次に、7 日間（土・日含む）において、各業務

にかかった時間の平均（分）を算出した。その結

果、児童虐待相談にかける時間が 729.110 分で最

長となっていた。次いで、障害相談で 529.161 分

であった。この両種別に関する業務を足すと全体

の業務の 64％となる。この二つの種別に対する

業務が、児童心理司業務の大部分を占めているこ

とがわかる。 

 

⑤回答者の配属場所 

 回答者の配属場所では、児童相談所が 95.3％

とほとんどを占めていた。 

 

⑥回答者の職名 

  
度数 有効% 

児童心理司 875 84.2 

児童心理司以外の心

理職員 

141 13.6 

その他 23 2.2 

合計 1039 100.0 

システム欠損値 67   

 回答者の職名では、84.2％が児童心理司であり、

児童心理司以外の心理職員が 13.6%となってい

た。本調査では、「児童心理司」だけでなく、心

理職員にも回答を求めた点に特徴がある。 

 

⑦スーパーバイザー 

  度数 有効% 

該当 96 9.3 

非該当 933 90.7 

合計 1029 100.0 

システム欠損値 77   

 回答者のうち、9.3％がスーパーバイザーとし

ての任務をおこなっていた。 

 

⑧雇用形態 

  度数 有効% 

常勤 763 72.9 

再雇用 8 .8 

臨時等 46 4.4 

非常勤 202 19.3 

その他 27 2.6 

合計 1046 100.0 

システム欠損値 60   

 雇用形態では、72.9%が常勤雇用であった。一

方で非常勤雇用も 19.3％にのぼっていた。 

 

 

 

 

 

  度数 有効% 

児童相談所 994 95.3 

一時保護所 49 4.7 

合計 1043 100.0 

システム欠損値 63   
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⑨勤務形態 

  度数 有効% 

専任 730 74.6 

兼務 96 9.8 

兼任 82 8.4 

その他 70 7.2 

合計 978 100.0 

システム欠損値 128   

  

勤務形態では、専任が 74.6％であった。兼務と兼

任を足し合わせると、18.2％となり、約 2割の児

童心理司・心理職員は他の業務を兼ねている状況

であった。 

 

 

⑩職名と雇用形態 

  
  
   

雇用形態 

合計 常勤 再雇用 臨時等 非常勤 その他 

児童心理司 度数 732 5 26 92 18 873 

職名 の % 83.8% .6% 3.0% 10.5% 2.1% 100.0% 

総和の % 70.6% .5% 2.5% 8.9% 1.7% 84.2% 

児童心理司以外の心理職員 度数 23 2 13 95 8 141 

職名 の % 16.3% 1.4% 9.2% 67.4% 5.7% 100.0% 

総和の % 2.2% .2% 1.3% 9.2% .8% 13.6% 

その他 度数 6 0 6 10 1 23 

職名 の % 26.1% .0% 26.1% 43.5% 4.3% 100.0% 

総和の % .6% .0% .6% 1.0% .1% 2.2% 

合計 度数 761 7 45 197 27 1037 

職名 の % 73.4% .7% 4.3% 19.0% 2.6% 100.0% 

総和の % 73.4% .7% 4.3% 19.0% 2.6% 100.0% 

職名と雇用形態の関係を確認したところ、児童心理司の常勤率が高く、児童心理司以外の心理職員

の非常勤率が高くなっていることが明らかとなった。 

 

⑪勤務年数 

 

 

 

 

勤務年数は、平均 5.81 年であった。専門職と

して採用され入職することの多い児童心理司は、

他の職種と比べて、児童相談所での勤務年数が長

くなる傾向がうかがえる。 
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⑫性別 

   度数 有効% 

男性 266 25.4 

女性 780 74.6 

合計 1046 100.0 

システム欠損値 60   

  

 

性別では、女性が 74.6％と多くなっていた。こ

の偏りが、子どもの性別に応じた対応を困難にす

る場合がある。このことは、後述するヒアリング

調査においても明らかとされている。 

 

⑬年齢 

  度数 有効% 

25 歳以下 64 6.2 

26 歳から 30 歳 285 27.5 

31 歳から 40 歳 385 37.1 

41 歳から 50 歳 207 19.9 

51 歳から 60 歳 85 8.2 

61 歳以上 12 1.2 

合計 1038 100.0 

システム欠損値 68   

 

 年齢では、31 歳から 40 歳までが 37%となって

いた。 

⑭採用の職種 

  度数 有効% 

心理専門職採用 775 75.8 

福祉専門職採用 152 14.9 

一般行政職採用 44 4.3 

保育士採用 4 .4 

教員採用 1 .1 

その他 47 4.6 

合計 1023 100.0 

システム欠損値 83   

 採用の職種についても回答をもとめた。その結

果、心理職採用が 75.8％であった。児童心理司お

よび心理職員が専門職として採用されているこ

とがうかがえる。 

 

⑮大学の専攻 

  度数 有効% 

心理学 834 80.7 

社会福祉学 32 3.1 

教育学 90 8.7 

社会学 16 1.5 

保育学 1 .1 

児童学 12 1.2 

非該当 4 .4 

その他 45 4.4 

合計 1034 100.0 

システム欠損値 72   

 専門性の状況を確認するため、大学の専攻につ

いてたずねた。その結果、心理学を専攻していた

回答者が 80.7％におよんだ。 

 

⑯大学院の専攻 

  度数 有効% 

心理学 592 57.8 

社会福祉学 3 .3 

教育学 31 3.0 

社会学 1 .1 

児童学 7 .7 

非該当 379 37.0 

その他 12 1.2 

合計 1025 100.0 

システム欠損値 81   

 大学院の専攻について確認すると、大学院進学

している場合には、その約 6割が心理学を専攻し

ていた。このことから、児童心理司・心理職員の

高い専門性がうかがえる。 

 

男性, 

266, 25%

女性, 

780, 75%

25歳以

下, 64, 

6%

26歳から

30歳, 

285, 28%

31歳から

40歳, 

385, 37%

41歳か

ら50歳, 

207, 

20%

51歳から

60歳, 85, 

8%

61歳以

上, 12, 

1%
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⑰資格 

  
  

応答数 

ケースの% N 

臨床心理士 577 67.2% 

認定心理士 112 13.0% 

臨床発達心理士 26 3.0% 

学校心理士 4 .5% 

産業カウンセラー 15 1.7% 

社会福祉士 46 5.4% 

精神保健福祉士 34 4.0% 

社会福祉主事 140 16.3% 

保育士 46 5.4% 

教諭 289 33.6% 

その他 45 5.2% 

合計 1334 155.3% 

  

また、臨床心理士の所有者が 67.2％にのぼり、

資格取得の状況からも高い専門性がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑱増員に対する意識 

 

そう思う 

どちらかと

いえばそう

思う 

どちらとも

いえない 

どちらかと

いえばそう

思わない 

そう思わな

い 合計 

Ｎ

Ａ 

度数 % 度数 % 度数 % 

度

数 % 

度

数 % 度数 

度

数 

子どもや保護者へ効果的

な支援をするためには児

童心理司の増員が必要で

ある 827 79.37 166 15.93 40 3.84 5 0.48 4 0.38 1042 64 

子どもや保護者へ効果的

な支援をするためには児

童心理司の常勤職の増員

が必要である 807 77.45 178 17.08 49 4.70 5 0.48 3 0.29 1042 64 

子どもや保護者へ効果的

な支援をするためには児

童心理司の非常勤職の増

員が必要である 237 22.79 332 31.92 288 27.69 94 9.04 89 8.56 1040 66 

子どもや保護者へ効果的

な支援をするためには児

童心理司の職務内容の合

理化が必要である 352 34.11 340 32.95 279 27.03 45 4.36 16 1.55 1032 74 

児童虐待相談対応件数の

急増によって児童心理司

が担当している業務量が

増大している 675 64.84 271 26.03 84 8.07 10 0.96 1 0.10 1041 65 

児童虐待相談対応件数の

急増によって児童心理司

に求められる業務内容の

水準が高くなっている 765 73.63 196 18.86 72 6.93 4 0.38 2 0.19 1039 67 

 

増員について、いくつかの条件を設けて意見を

求めた。その結果、「子どもや保護者へ効果的な

支援をするためには児童心理司の増員が必要で

ある」、「子どもや保護者へ効果的な支援をするた

めには児童心理司の常勤職の増員が必要である」

に対して 75%以上が「そう思う」に回答し、非常

に高い同意となった。一方、「子どもや保護者へ

効果的な支援をするためには児童心理司の非常

勤職の増員が必要である」とした項目には、同意
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がばらついた。このことから、常勤職の増員が、

効果的な支援のために求められているといえる。 

また、「児童虐待相談対応件数の急増によって

児童心理司が担当している業務量が増大してい

る」と「児童虐待相談対応件数の急増によって児

童心理司に求められる業務内容の水準が高くな

っている」の項目にも高い割合で「そう思う」に

回答が集中し、業務の増加と高度化が求められて

いることの実感が表れていると考えられる。 

（有村大士・永野咲） 
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３. 調査 2: 児童相談所における心理業

務についてのヒアリング調査 

 

（１）目的 

ヒアリング調査の目的は、量的調査では見えて

こない児童心理司の業務実態を把握すること、量

的調査の分析の柱を生成すること、特に児童心理

司の業務についての分類をするために基礎デー

タを得ることを目的に実施した。 

 

（２）実施概要 

ヒアリング調査は、次の過程を経て実施した。 

 

１．倫理的配慮 

本調査を実施するにあたって、本調査研究事業

を受託している日本社会事業大学社会事業研究

所において、研究倫理審査を受審し、承認を得た。 

公表に際しては、児童相談所名や回答者名が特

定されないよう細心の注意を払う。また、児童相

談所の特定につながる情報の公表は避け、児童相

談所を類型化することで、匿名性を保った分析を

実施した。 

 

２．調査の実施 

調査に先駆け、「ヒアリング調査ガイド」（以下

「ガイド」と記す）を作成した。ガイドは研究委

員である今西良輔（旭川大学）と清水冬樹（旭川

大学短期大学部）で作成し、研究委員で確定を行

った。 

ヒアリング調査先の選定については、地域およ

び規模に配慮した。各地域の研究委員が研究目的

に即して候補の所を選定し、妥当性を検討したう

えで 31 カ所を選定した（表１、表２）。その上で、

各所に調査協力の依頼を実施し、日本社会事業大

学から、ヒアリング調査の依頼文（付録３）を各

児童相談所へ送付した。その後、各児童相談所と

調査の訪問者(研究委員)で日程調整を行い、各児

童相談所を訪問し、ヒアリング調査を実施した。 

本調査を実施するにあたって、訪問先の児童相

談所名およびヒアリング協力者となった児童心

理司の名前は本報告書では記載しない旨を確認

し、倫理的配慮を行っている。 

訪問日程は 2015 年 2 月 19 日から 2015 年 3

月 16 日までとなっている。ヒアリング調査はお

およそ 1 時間から 2 時間程度であった。インタ

ビューに際し、録音による記録とメモによる記録

行ったうえで、調査後に訪問した研究委員等が訪

問記録をまとめ、報告した。 

訪問した児童相談所は全部で 31 ヶ所である。

そのうち、政令指定都市の児童相談所は 4 ヶ所、

都道府県のうち中央児童相談所は 11 ヶ所、それ

以外の児童相談所が16ヶ所となっている（表1）。  

また地域別に訪問先をみると、北海道地区が 4

ヶ所、東北地区が 8 ヶ所、関東地区 7 ヶ所、中部

地区が 3 ヶ所、関西地区が 3 ヶ所、中国地区が 2

ヶ所、九州・沖縄地区が 4 ヶ所となっている。 

 

表 1 ヒアリング調査先の概要 

 

表２ ヒアリング調査先の地域  

 

  

政令指定都市 4 

都道府県 
中央児童相談所 11 

中央以外 16 

合計 31 

北海道・東北地区 4 

東北地区 8 

関東地区 7 

中部地区 3 

関西地区 3 

中・四国地区 2 

九州・沖縄地区 4 

合計 31 
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（３）ヒアリング調査結果 

１．児童心理司の専門性 

本調査から、児童心理司固有の専門性として、

次のことが明らかとなった。 

子どもの安全と安心を保障するために、児童福

祉司とは異なる立場、つまり心理学の立場から、

常にケース全体の環境や状況を踏まえつつ、寄り

添っているということである。具体的には、児童

福祉司が、保護者や家庭、関係機関との調整に重

きを置いている一方で、児童心理司は心理学的手

法も用いながら、子ども自身が今どういったこと

生活問題と向き合っているのか、親自身がなかな

か言葉にできない心の葛藤を丁寧に聞き取りな

がら子どもや保護者と向き合っている。 

ただし、上記の専門性は後述するように、児童

福祉司と協働することによって十分に役割を発

揮することができる。「児童心理司と児童福祉司

は両輪として機能しなくてはならない」と多くの

児童心理司が語っていた。 

この児童心理司の専門性をさらに詳しく見て

いくと、いくつかの業務について分類して理解が

できる。以下、その分類について示す。 

 

２．分析結果：児童心理司の業務内容分類 

本調査から得られた児童心理司の業務類型は、

全部で 4 類型であった。 

（a）療育手帳や行政事務業務に関わる義務的

業務 

（b）虐待・非行対応に伴う専門的業務 

（c）専門的アセスメントと予防的事業 

（d）心理治療と心理的ケア 

である。 

一覧として、下記の表３を示す。また

詳細は以下の通りである。 

 

1）義務的義務（短期的関与、行政事務

業務） 

児童心理司の業務の大半を占めていたのは、福

祉サービスを利用するための根拠となる判定に

関わる業務であることが多く児童心理司から語

られている。具体的には、療育手帳や特別児童扶

養手当の支給に関わる業務や、施設入所や里親委

託に関わる業務などである。 

前者について、児童心理司が多く配置されてい

る児童相談所では、非常勤の児童心理司がテスト

等を実施しているとの回答が多く得られた。ただ

し、福祉サービスを利用するための根拠となる業

務であることから、全てを非常勤の心理士に委ね

ることはできず、正規の児童心理司が必ず業務に

関わっている。 

後者については、児童相談所内の会議にも出席

することが必要となる。なお、こうした会議につ

いての案内や司会進行についても児童心理司が

担っている場合が多いという。また、こうした会

議を通して、ケースの全体像を掴んでいるという

児童心理司の意見も出ていた。また、措置等に関

わる業務であるため、一度の面接や心理検査によ

って終結を必ずしも迎えるものではなく、時間を

かけなければならないものである。 

これらの業務は、先述したようにサービス利用

の根拠となるものである。したがって、子どもや

保護者に関わるだけでなく、書類の作成も同時に

行っていかなければならず、その書類作成の時間

も決して少なくはない。 

児童心理司の業務における義務的義務は、児童

心理司の専門性を高めていく上では欠かせない

ものである。児童心理司採用の方法について見る

と、いくつかの訪問記録を見ると、4 大卒で心理

学を修めていることや、臨床心理士資格を持って

いることが挙げられていた。しかし、そうした学

びだけでなく、実際に現場の中で子どもや保護者
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と関わる中で、接し方や心理テストの方法につい

て身につけている。児童心理司の体系立った養成

プログラムがシステムとして準備されていない

中で、各児童相談所の現状を踏また養成の方法が

検討され、実践されている。 

なお、一時保護所の兼務発令がある児童心理司

の場合、そうしたところでも専門性を高める機能

を有していることが語られていた。 

義務的義務は、現在の児童相談所の役割から見

れば外すことができない必須業務であると同時

に、児童心理司養成としても位置付けられている

ものである。          （清水冬樹） 

 

 

表３ ヒアリング調査から得られた児童心理司の業務分類 

Ⅰ 義務的業務（短期的

関与，行政事務業務） 

Ⅱ 虐待対応に伴う専

門的業務（短期的関

与，臨床的業務） 

Ⅲ 専門的アセスメント

と予防的支援業務

（短~中期的関与，臨

床的業務） 

Ⅳ 心理治療と心理的

ケア（継続的支援，臨

床的業務） 

①福祉サービスの根拠

としての判定（療育手

帳，特別児童扶養手

当等） 

 

 

②措置に伴う判定業務 

 （施設入所・里親委託

への判定書用）（注 1） 

  

 

 

③措置等に伴い会議出

席 

 （援助方針会議等） 

 

 

④①〜③書類作成 

 

 

①性被害児への聞き取

りとアセスメント，説得 

 

 

 

 

②虐待初期対応におけ

る家族構造アセスメン

ト，保護者対応 

 

 

 

③施設，学校，要対協

ケース会議等でのアセ

スメントと対応策の提

示 

 

 

 

 

①里親不調，施設不適

応などの子どもの再判

定 

 

 

 

②Ⅰ②やⅡ③，Ⅲ①等

の施設や学校等への訪

問による説明，コンサル

テーション 

 

 

③すべての里親や施設

職員へのペアレンティン

グプログラムの実施 

 

 

④育成相談（依頼判定）

におけるアセスメントと

保護者への対応策の説

明 

  

⑤心理司同士の SV 

 

 

 

⑥紹介状，援助指針な

どの書類作成 

 

 

⑦進路に伴う判定依頼 

 

①被虐待児，施設不適

応児等への心理治療

等の心理的支援 

 

 

 

②一時保護児へのケア 

  

 

 

 

 

③加害親へのペアレン

ティングトレーニング 

  

 

 

④加害親との福祉司と

の同席面接 

  

 

 

⑤育成相談への継続面

接による親子支援 

 

 

⑥①～⑤に伴う記録作

成 

 

（作成：安部計彦） 
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2）虐待・非行対応に伴う専門的業務（短期的関

与、臨床的業務） 

この業務について、業務の量としては決して多

くはないが、子どもの内面を推し量るという児童

心理司にとっても子どもにとっても負担のかか

るものであり、児童心理司固有の専門性を発揮す

る必要がある業務である。 

児童心理司の専門的業務や本来業務とは一体

どういったものか、という質問に対する回答の中

で、「子どもの見立て」や「アセスメント」とい

う回答が多く見受けられた。その中でも、特に高

い専門性が要求されるのが、性的虐待のケースや

家族間関係のアセスメントや保護者自身への対

応である。 

初期対応から心理司が介入することで、状況の

把握に有効的であったり、関係性を築くことがで

きるという話も出ていた。在宅支援をサポートす

る上では、重篤化する前での予防的介入を可能に

する手立てとなる可能性がある。家族間における

力動を心理という立場から把握し、アドバイス等

を加えられる。 

しかし、懸念されることは、インタビューでは

意に反して連れて行かれる体験を子どもがした

場合、その時に関わった心理司にその後について

子どもから本音を語ろうとするのは難しいだろ

うという話が出ていた。危機的な介入による機能

としては、心理的な視点の活用や内なる声を引き

出す等に効果的な働きを示すものの、介入後の心

理司としての役回りの難しさが生まれてしまう。

虐待体験をした子どもへの関わりや語りを聞く

心理業務は、簡単なものではなく、またそれを初

期介入時に関わっていた体験をした子どもへ関

わることは、より困難さが生じてしまう。すべて

のケースに当てはまるわけではないが、虐待を受

けた子どもの気持ちを引き出す役割や子どもを

理解する役割を担うためには、虐待の初期対応し

た心理司と対応後から家庭復帰後までの心理司

という部分では分担することが必要となる。また、

いくつかのインタビュー結果から、保護者が精神

疾患等を患っている場合、CW だけでは対応する

ことが困難なケースでは、子どもの担当心理だけ

でなく、親を担当する別の心理司を付けていると

いう話も出ていた。親と面接によって、子ども側

の視点に立つ心理司が親側の視点に立ってしま

う要素がある。 

他機関から心理司から見たケースの話を聞き

たいということが多くあると語られる児童相談

所が多くあった。しかし、アウトリーチできる時

間がほとんどないため、十分に実現できていない

という。また外部に向けて、何かをする時の準備

にかなり時間を要してしまうため、そうした機会

の準備ができない現状もわかってきた。 

心理司個人について考えた時、心理司によって

アセスメント力や対応可能な範囲の幅に違いが

あるようである。また、心理司のバックグラウン

ドや専門的に取り組めるスキルの差というもの

が同じ業務を行う上で変わってきやすいことが

わかってきた。その中でもそれぞれの心理司が、

学校や施設での生活や状況場面を想定し、提示し

ている。ただ、心理からの専門的見解が全てと受

け取られてしまう場合もあれば、助言がその現場

に結び付きにくく、活かされずに終わってしまう

こともある。 

一方で、施設や学校でどのようなことが実施で

きているのか、できることやできないことなどの

実行可能な能力を十分に把握できていないこと

もあるようだ。また、施設職員や学校職員の異動、

児童心理司の異動によって状況変化しているこ

とを踏まえた上での方策を考えないとならない。

相互に需要と供給の変化を踏まえておかなけれ

ば、アセスメントや対応策が活用されにくい状況

を生み出してしまう。このような状況も踏まえ、
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地域でどのような子どもを支えていくのか、情報

共有を行っていくのかを日々模索している様子

がある。  

最近では、心理検査の結果を必要とされるケー

スが多くなっており、通常の判定書類に加えて、

教育機関や保護者向けに書類を作成する対応が

増えてきている。心理検査から見た子どもへの助

言やアドバイスを施設や学校等で活かそうとす

る動きが出てきており、書類作成をしているが実

際にどのような効果が起きているのか、具体的に

どのようなことに参考となったのかまでフィー

ドバックはあまりされていない。 

また、広域地域になると地域によって、課題を

潜在的に抱えつつ、そのまま相談なく大きくなっ

てしまったということもある。地域によっては、

専門的なことは児童相談所に任せるといったよ

うなものがあり、地域に向けて知識や研修を実施

しても根付かない。さらには、積極的に開催が実

現化しない場合もあることも起きている。 

 

3）専門的アセスメントと予防的業務（短〜中期

的関与、臨床的業務） 

社会的養護に置かれている子ども自身の難し

さや対応の困難さが顕著に現れてきている。子ど

もの再判定依頼がある場合、子どもへの対応が以

前から課題となっていても、施設や里親の中での

子どもの不適応状態や施設職員、里親の疲弊等の

限界によって引き起こされている。 

そのような状況を少しでも改善できるように、

里親や施設に対してアウトリーチ支援の実施の

必要性が多く聞かれている。少しでも子どもとの

関わりを良好にすること、地域や他機関の力を向

上させるためには、実施が必要であるという認識

を持っている職員が多かった。近年では、CSP な

どのペアレントトレーニングが中心となり、養育

困難な子どもに対する一貫した支援スキルの活

用と啓発に注目していることがわかった。 

里親への支援や施設職員へ研修を実施するな

どなされているが、年に数回程度開催が多く聞か

れた。しかし、児童心理司の他の業務によって頻

回に実施が難しいこと、施設や里親家庭への訪問

が頻回になることで、児童相談所内で理解を得に

くい場合も起きているようである。子どもへの支

援のために、施設の力や里親の力が向上するよう

な働きかけを児童心理司が持ちかけることはあ

るが、継続的かつ頻回に実施することは、係員の

人数と業務量によって左右されている。地域の力

を安定させることや予防的な関わりに力を注ぐ

という部分に気づけていてもすぐにできない現

状が明らかとなっている。 

心理司が心理検査を行い、子どもの状態と親子

関係の観察を通して、養育するための手立てを考

える。学校の協力や施設を巻き込んだ方法を考え

る。直接、保護者に向けたペアレントトレーニン

グをする。 

これらは、子どもが不適応状態とならないため

にはどのようにできるかということを中心に考

えている。複雑な背景を抱えている子どもなど

様々な状態を呈する 

児童相談所での継続的な面接をする際、概ね月

1 回程度しか時間が取れないということが語ら

れていた。希望する時間帯に合わせて行うことも

十分に行えないことから、地域資源である、学校、

家庭、里親、施設を支える仕組みづくりに取り組

んでいる。実際の所では、地域資源の開発や発展

を行えている児童相談所もあれば、義務的業務に

追われ、子どもへのケアに奔走し、十分に実施で

きない児童相談所もある。 

新人採用または児童相談所に赴任してきたば

かりの職員には、数ヶ月または 1 年程度、中堅も

しくはベテラン職員に面接同席をするなどの SV
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を受けられる環境を整えている。しかし、その後

は、多くの心理司が日々の業務が多く追われてい

るため、SV 機能があっても有効的に時間を作っ

て受けることが難しい。時間を見つけては、管理

職または同僚の心理司と短時間の相談を積み重

ねている。 

もう 1 つは、SV として機能する管理職が心理

職を経験していない場合である。管理職の異動に

よって、福祉または心理ではない人がくることも

ある。特に、心理職は、専門職採用をしている地

域とそうではない地域があるため、適切な SV を

受けることが難しい場合がある。ある児童相談所

では、大学の心理学教員を SV として非常勤で雇

用している所もあった。      

 

4）心理治療と心理的ケア（継続的支援、臨床的

業務） 

児童心理司は、子どもの視点から考え、子ども

の成長発達において必要な手立てを考える。その

中で虐待等の影響や一時的に施設入所をせざる

を得ない子どもたちはいる。そのような子ども達

への心理的支援を実施することについて、児童相

談所の児童心理司は、本来実施したいと思ってい

るケースがあったとしても、他の業務によって時

間がなく、対応することが十分にできていないの

が現状であろう。 

施設入所の場合、施設における心理士を筆頭に

子どもへの心理的支援に関わる可能性が高いと

思われる。しかし、いくつかの児童相談所の児童

心理司からは、施設での心理士が積極的に心理業

務を実施している場合もあれば、日常生活を指導

している心理士もおり、施設の方針、地域、心理

士の雇用形態等によって違いを感じていた。その

ため、心理的支援を必要とする子どもは、施設に

おける心理士の運用の考え方によって、施設心理

士が対応困難な場合、児童相談所の児童心理司が

継続的に対応することとなる。児童心理司の業務

としては、遠方への出張が増え時間を要すること、

日常生活状況の把握の難しさを抱えながらの業

務となる。里親委託等の場合も同様で、難しい子

どもを委託している場合、定期的なフォローが必

要となる。施設入所中の子どもや家庭生活をして

いる場合でも、医療機関の活用は有効的な手立て

の一つである。 

しかし、ある地方では、医療機関の不足や情報

等、子どもの支えとなる基盤が不足しており、市

町村で解決する手立てがないことから、やはり児

童相談所へ任せないとならないということもあ

る。また、被虐待による影響や子どもの精神的な

部分のケアのため、医療機関の活用を挙げたが、

精神科または心療内科等において子どもを診察

対象としている機関はさほど多くないため、長期

間の待機を余儀なくされることや都市部へ出向

かないとならないといった課題もあるため、児童

相談所の児童心理司がその役割を担うことにな

っている。 

すべての児童相談所ではないが、一時保護所に

心理司を配置している児童相談所がある。一時保

護中の子どもが表出する言動を通して、課題に向

けたアプローチをできることは有効的である。通

常、児童心理司は、一時保護中の子ども達の様子

を児童指導員から伝えられること、保護所での生

活状況の観察や保護児童との面接から関わって

いる。一時保護所が各児童相談所に併設されてい

る場合は、そのような動きが可能であるが、そう

でない場合、一時保護所へ移動するために時間を

費やし、多くの時間をかけることができない現状

になる児童相談所がいくつもあった。上記にも述

べたような、被虐待児等へ面接や支援は、頻回な

対応が求められるため、心理司の業務を圧迫して

いるとも言えるだろう。 
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在宅生活を通して、一時保護所を活用し、子ど

ものケアを実践するためには、一時保護所での心

理司を配置によって、より家庭生活での課題の発

見やフォローの可能性を高められるのではない

か。 

加害親との面接も含めて、心理司は、福祉司と

同席して面接を行っている。加害側のその時に状

況や福祉司の経験年数によって、心理司の立ち位

置が左右されやすい。本来、子ども側にたった視

点で話をする役割を担うが、心理司が関係性を意

識するとバランスを図ろうとしてしまう。そのた

め、加害親側に話がひっぱられてしまうこともあ

る。 

ペアレントトレーニングについては、一時保護

児の親に子ども担当の心理司が実施することで

上手く機能する場合もあれば、逆効果となってし

まう場合もあることが懸念されている。その実施

については、外部の機関を活用できれば良いが、

児童相談所で個別的に関わる必要性がある場合

や CW が日々のケースワークの中に盛り込みな

がらすすめていくなどの手立ても 1 つである。そ

こには、やはり加害親という児童相談所から見て、

抱え込まないとならない理由を持っている。 

（今西良輔） 

 

３．児童相談所の運営における児童心理司の位置

付け 

1）児童福祉司と児童心理司 

業務量として、障害相談に関わるものが大半を

占めていることが本調査から明らかとなった。ま

た、その大半を占める障害相談には、児童心理司

を育成している機能も有しているということで

ある。 

児童心理司の業務を検討する上で押さえてお

かなければならないことは、児童福祉司の存在で

ある。先述したように、児童福祉司と児童心理司

は両輪として機能していることが前提として挙

げられる。しかし、児童福祉司と児童心理司の採

用の方法が違う中で、比較的児童心理司は長期間

に渡って、児童相談所の勤務している。同一都道

府県内であったとしても、児童相談所や知的障害

者更正相談所など心理に関わる業務から外れる

ことはあまりない。しかし、児童福祉司の場合、

一般行政職からの異動や、同一児童相談所におけ

る勤務年数が児童心理司に比べて短いことが多

いという。そのため、児童福祉司の SV 体制がう

まく構築できない場合、児童心理司が児童福祉司

に対してアドバイスをしていたり、ケース会議に

おけるイニシアチブを取ったりすることがある。

また、児童心理司がケースに関わる上で、どうい

った機関や人々がそのケースに関わっているの

かを踏まえる必要もある。 

他にも、例えば児童心理司の 1 週間の予定につ

いて、児童福祉司が関わっているということであ

った。 

各児童相談所における児童心理司の配置数に

ついては量的調査に委ねるが、本調査の中で見て

きた児童福祉司の配置について、児童福祉司が 1

に対して児童心理司も 1 という児童相談所は 1

ヶ所のみあった。他は児童福祉司の方が児童心理

司に比べて人数が上回っているとのことであっ

た。 

児童心理司の業務について、児童心理司自身が

そのスケジュールを自立的に決めているという

よりは、児童福祉司が児童心理司のスケジュール

を決めている場合があるということが本調査か

ら見えてきた。ケースの同行や心理テストの予約

などがこれに当たる。すべての児童心理司のスケ

ジュールを児童福祉司が抑えているわけではな

いものの、例えば児童福祉司が 3 に対して、児童

心理司が 1 となっている場合、3 人の児童福祉司

が１人の児童心理司の予定に関わっているとい
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うことになる。現状の児童心理司の配置状況では、

こうしたことが一般的に起きていることが推察

される。一方で、児童福祉司よりも児童心理司の

方が児童相談所での勤務年数が 1.5〜2 倍長くな

る傾向も伺え、ケースに関わる年数と時間は増加

傾向となることも推察される。本来的な児童心理

司としての業務に時間がうまく割けないという

ことを児童心理司の多くが語っていたが、自主的

に業務を遂行していくこともまた、困難な状況に

あることが本調査からは見えてきた。 

児童心理司と児童心理司は両輪として機能す

るということであったが、これは実際にケースに

対応する中だけでの話ではなく、児童相談所の運

営についても同様ことが指摘できる。 

 

2）児童心理司の男女比 

男女比について、本調査で訪れた児童相談所の

ほとんどは、男性に比べて女性児童心理司の方が

圧倒的に多かった。このことにより課題として挙

がっていたのは、性加害に関わる対応と、高齢児

に対する対応である。 

前者について、女子の性加害について女性児童

心理司は対応できるが、男子の性加害について女

性児童心理司が対応することは、時に困難なこと

があるという。 

後者について、特に男子の場合、力が強いため

女性児童心理司の対応が難しい場合がある。そう

したときは、児童福祉司が児童心理司と同席をし

て、心理テストや面談を行うことがあるという。 

 

（４）インタビュー調査からの提言 

１．時代にあった児童心理司の業務 

児童虐待防止法施行後 15 年が経過し、子ども

虐待の相談件数は増加の一途をたどっている。虐

待件数それ自体が現在日本の中でどの程度ある

のかは把握できないものの、相談件数が増加して

いるということは、それだけ児童相談所の虐待に

対する対応件数が増加していることを意味して

いる。危機的な状況に置かれている子どもたちや、

追い詰められてしまった親たちへの支援の必要

性は、今後ますます重要となってくる。 

こうした時代の中で、児童心理司の役割につい

ては、変化していくことが要請されるであろう。

とりわけ、虐待対応について、児童心理司の優れ

た専門性をどう活用させながら子ども子育て家

庭への介入や支援を行っていくべきか、具体的に

検討しなければならない。 

相談件数が増加し続けている虐待対応が迫ら

れているという前提のもと、これらの提言を行っ

ている。後述するインタビュー調査から見えてき

た児童心理司の臨床における養成のプロセスは、

こうした時代の要請を踏まえたものなのかどう

か、評価をすることはできないものの、児童心理

司たちが積み上げてきたスキルアップのプロセ

スである障害相談や一時保護所における兼務、児

童心理司自身の自費による研修参加によっての

み専門性を高めることに頼るのではなく、この国

の子どもたちの安全と安心を保障するための、明

確な養成プログラムを打ち出す必要がある。各現

場の努力に甘えるのではなく、児童心理司が使命

感を持ってその業務に向き合える環境を、国とし

て整備する必要があり、それが前提とならなけれ

ばならない。         

 

２．子どもの発達や発達障害に対する理解を得る

機会の創出 

障害の中には、出生後間もなくその障害が見つ

かる場合と、子ども自身が成長していく中で少し

ずつ見えてくる障害がある。全てには当てはまら

ないものの、前者はおおよそ身体障害や知的障害、

後者は発達障害があてはまると考えられる。 
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発達障害について、その特徴は少しずつではあ

るが、1 歳程度から見えてくることがある。子ど

もの発達障害があることが親からなかなか理解

されず、親自身が育児不安に陥ってしまうケース

は少なくない。そうした発達に対する視点を専門

的な立場として有しているのは、心理職の強みで

もある。しかし、こうした子ども自身の発達や発

達障害に対する理解は、大学等で学ぶことができ

たとしても、子ども家庭福祉の現場においてどの

ように活用なり応用していくことが必要となる。

具体的には、子ども自身に対する接し方や親への

伝え方など、専門的な知識を臨床の場で使えるよ

うにすることが求められる。 

先述したように、こうした子どもの発達に対す

る視点は、これまで児童心理司たちは、障害相談

と兼務があれば一時保護所をスキルアップの場

としながら、磨き上げてきた。特に、障害相談が

児童心理司の業務の中で大きな割合を示してい

ることは、それだけ専門的な知識や技術を身につ

ける機会がたくさんあったとも捉えることがで

きるであろう。仮に、障害相談が児童心理司の業

務から外れるようなことがあった場合、児童心理

司の専門性を磨きあげる機会も同時に失うこと

を意味する。一時保護所もそうしたスキルアップ

の機会として位置付けることができるが、必ずし

も一時保護所が各児童相談所に設置されている

わけではなく、場所によっては一時保護所に移動

するだけで相当な時間をかかってしまうなど、日

常的に専門性を高める機会として位置付けるこ

とはなかなか困難である。 

児童心理司がこれまで受けてきた研修は、今自

分たちに必要な知識や技術について自分たちな

りに把握しながら、自費で受けているという話が

多くあった。つまり、児童心理司の研修について、

心理職養成プログラムがシステムとして位置づ

けられていないことを意味する。虐待相談件数が

増加し続ける時代にあって、そうした研修の場を

しっかりと養成システムとして位置付け、養成プ

ログラムを開発し、特に必要となる子どもの発達

に関する知見を得る機会を創出することが求め

られる。 

 

３．アセスメントのための寄り添い方 

先述したように児童心理司の専門性を高める

方法として、各現場では障害相談や一時保護所の

兼務を利用しながら、スキルや知識を高めていた。

特に、配属されて日が浅い児童心理司にとって、

そうした機会を通して、子どもや子育て家庭と関

わる機会を得ながら相手との距離の取り方や言

葉かけの仕方などを学び得ているという結果で

あった。 

児童心理司の専門性には、心理学的な視点から

子どもたちが抱えている課題や困難を把握し、そ

の後の支援の方向性について見立てを行う、とい

うものがある。いわば、的確な子ども自身のアセ

スメントを行っていくことが求められる。このア

セスメントは、例えば心理テストを行うことで完

結するわけではない。何気ない子どもとの会話の

中やしぐさからも児童心理司はアセスメントを

行っている。心理テストの利用の仕方だけでなく、

子どもへの声のかけ方なども児童心理司のスキ

ルとして位置付けることが必要となる。 

そうした、いわば寄り添い方について、児童心

理司は先述したように臨床の中で身につけてき

ている。ここでいう臨床の場とは、主に障害相談

である。子どもへの寄り添い方についても、養成

プログラムの中に組み込む必要がある。 

 

４．児童心理司の配置について 

上記とも関わってくるが、今後虐待対応、特に

初期対応に児童心理司が積極的に関わることに

なる場合、人員配置の向上が必須であると言える。
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インタビュー調査からは、初期対応に出る場合、

原則児童福祉司：児童心理司は 1：1 となってい

ることが必須である。現状では児童心理司の同行

が必要なケースであったとしても、他の業務とバ

ッティングしてしまった場合、児童福祉司 2 人で

初期対応に関わっているという。虐待相談件数が

増加していく中で、初期対応件数が増加した場合、

児童心理司の見立てが必要なケースにも関わら

ず児童心理司が対応できないようなことを起こ

さないためにも、児童福祉司と児童心理司が 1：

1 で配置されることが必須であり、児童心理司の

養成自体も 2〜3 年で済むものではないため、今

から児童心理司の配置を向上させておくことが

必要となる。 

また、自治体の判断にも関わってくるが、児童

心理司の性別別の採用についても検討が必要で

ある。男性の児童心理司が少ないというのが、イ

ンタビュー調査全体の印象である。男性だから関

わることができるケースや、女性だからできる対

応というものが、各現場にはある。児童心理司の

男女比は各現場でアンバランスではあるものの、

それでも現場で知恵を振り絞って、ケースに対応

している。性別別の対応が十分に可能な児童心理

司の配置基準について検討する必要がある。 

（清水冬樹） 

 

（５）今後の課題 

先にもあげたように、児童心理司の研修の場を

今後システムとして明確に策定し位置付けるこ

とが必要となる。今後の課題として、児童心理司

が成長変化していく中で今回のインタビュー調

査から要素として挙げられるものを、1~3 年を新

人、4~7 年を中堅、7~10 年をベテラン、と仮定

して分類を行った。これは、段階的に獲得してい

く場合もあるが、相互に行き来しながら経験して

獲得している場合もあるだろう。また、地域によ

っては、このように分けることが難しいという状

況にあるも想定できるが、心理職としての専門性

を求められる際、経験の積み重ねを重視した上で

示したものである。 

 

1〜3 年 新人 

 子どもの発達段階の理解と障害理

解 

 心理検査技法と面接の練習および

技術の反復 

 義務的書類作成 

 心理司自身のメンタル面のコント

ロール 

 虐待の初期対応から家庭復帰、再統

合のあり方 

 一時保護児の生活理解 

 

4 年~7 年 中堅 

 ケースのマネジメント力、福祉司の

業務理解、ケースワーク 

 性的問題のある子どものアセスメ

ント力 

 被虐待児対応の高度な知識と面接

技術 

 加害者へのケア 

 地域資源の活用と理解 

 ペアトレなどの心理教育 

 

7~10 年 ベテラン 

 精神的病理、人格障害、発達障害等

の複合的問題理解 

 新人職員コーチング 

 児童相談所全体の業務の把握 

 SV 機能 

 



33 

 

主に 10 年以上になると、安定した力を発揮

できる心理司となっている。生活をしながら、

心理の仕事をできるような状況、環境を作るこ

とが大切である。また、児童心理司が、福祉司

を含め、児童相談所において、勤務年数とケー

ス担当の長期化により、福祉司および心理司の

SV 機能を果たすことやその児童相談所におけ

る伝統・文化・風習を継承・伝達する機能を果

たしていることから、児童相談所に関する全体

業務を俯瞰する役割の一端を担っている。その

ような児童心理司を効率かつ安定的に養成し

ていくことによって、個々様々な特徴を有した

子どもを理解し、しっかりと子どもを見立てら

れる相談支援を図るための心理職養成プログ

ラム作成をすることが必要である。 

（今西良輔） 
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付録１）アンケート調査票 
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付録２）ヒアリング調査依頼文 
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研究班メンバー 

統括       藤岡孝志 日本社会事業大学社会事業研究所 所長 

コメンテーター  宮島 清 日本社会事業大学専門職大学院  准教授 

山本恒雄 
恩賜財団母子愛育会日本子ども家庭

総合研究所子ども家庭福祉研究部 
部長 

川崎二三彦  
社会福祉法人横浜博萌会 

子どもの虹情報研修センター 
研究部長 

柏女霊峰 淑徳大学 教授 

片倉昭子     
社会福祉法人 

子どもの虐待防止センター 
理事 

林浩康    日本女子大学 教授 

才村純      関西学院大学 教授 

厚生労働省    
川松 亮 

厚生労働省 

雇用均等・児童家庭局 総務課  
児童福祉専門官 

研究委員 

(ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ )      
有村大士 (主任)  日本社会事業大学 准教授 

木村容子 日本社会事業大学 准教授 

井出智博   静岡大学教育学部 准教授 

清水冬樹   旭川大学短期大学部幼児教育学科 助教 

妹尾洋之   神奈川県平塚児童相談所 子ども相談課長 

鶴岡裕晃   神奈川県小田原児童相談所 専門福祉司 

根本 顕 
神奈川県中央児童相談所 

子ども相談課 
専門福祉司 

永野 咲    日本社会事業大学社会事業研究所  プロジェクト研究員 

研究委員     
安部計彦    

西南学院大学 

人間科学部・社会福祉学科 
教授 

伊藤嘉余子   
大阪府立大学 

地域保健学域教育福祉学類 
准教授 

今西良輔   
旭川大学 

保健福祉学部コミュニティ福祉学科 
助教 

小野セレスタ摩耶  滋慶医療科学大学院大学  専任講師 

片岡志保    
日本福祉大学福祉経営学部（通信教

育）社会福祉実習教育研究センター  
助教 

木立美紀 埼玉県中央児童相談所 心理・相談担当課長 

栗原拓也    
長崎純心大学人文学部  

現代福祉学科  
専任講師 

栗原直樹    
十文字学園女子大学 

人間生活学部人間福祉学科 
教授 

小林 理      東海大学健康科学部 准教授 

佐藤まゆみ   和洋女子大学家政学群家政福祉学類 助教 

谷口由希子   
名古屋市立大学大学院 

人間文化研究科 
准教授 

中谷茂一    
聖学院大学 

人間福祉学部人間福祉学科  
教授 

西澤康子 東京都児童相談センター 心理指導第一係長 

村田一昭   
愛知県立大学 

教育福祉学部社会福祉学科 
准教授 
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